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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

  

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 4,376,762 4,370,111 4,349,425 8,790,403 8,708,730

経常利益（千円） 536,127 574,692 466,269 1,194,051 1,124,943

中間(当期)純利益（千円） 308,665 318,466 262,231 640,249 683,227

持分法を適用した場合の投資利益
（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 733,360 733,360 733,360 733,360 733,360

発行済株式総数（千株） 8,264 8,264 8,264 8,264 8,264

純資産額（千円） 5,180,600 5,593,300 5,908,330 5,396,211 5,835,233

総資産額（千円） 7,388,228 7,184,329 7,730,796 7,856,532 7,779,544

１株当たり純資産額（円） 662.42 715.86 756.68 686.79 743.18

１株当たり中間(当期)純利益(円) 39.47 40.75 33.58 78.29 83.35

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり配当額(円) 16.00 18.00 18.00 32.00 36.00

自己資本比率（％） 70.1 77.9 76.4 68.7 75.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

537,862 △297,222 142,086 1,454,422 22,144

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

△29,631 △4,788 △560,154 △32,547 54,480

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

△126,247 △128,060 △140,415 △255,499 △274,964

現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高（千円） 

3,320,298 3,674,620 3,347,866 4,104,690 3,906,350

従業員数（人） 1,419 1,395 1,395 1,375 1,330



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当社には関係会社が存在しないため、該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

（注）従業員数には嘱託、パート、アルバイトを含んでおりません。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は組織されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

 平成18年９月30日現在

従業員数（人） 1,395 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期における我が国経済は、原油高により先行き不透明感が残るものの、輸出の増加と設備投資の拡大に伴い、企業収

益は引き続き好調を維持し、また個人消費も底堅く、景気は概ね順調に推移いたしました。 

情報サービス産業は、金融機関や製造業を中心に情報システム投資が高まっていますが、大型化・複雑化するシステムに対

して、顧客が期待する技術水準も高まり、そのため業界全体の技術者不足が鮮明になっており、一部では受注を見送るなど、

人材確保が重要課題となっております。 

このような状況のもと、当社は採算面からＯＡサービス、システム運用部門を縮小し、ネットワークサービス部門を中心に

した事業拡大に向け、優秀な人材の確保、技術教育に注力してまいりました。しかしながら、技術者の確保が十分にできず、

受注を見送らざるを得ない案件も発生しました。 

この結果、当中間期の売上高は4,349百万円（前年同期比0.5％減）、経常利益は466百万円（前年同期比18.9％減）、中間純

利益は262百万円（前年同期比17.7％減）となりました。 

  

部門別概況は次のとおりであります。 

（ネットワークサービス部門） 

システム運用管理、設計、構築への業容拡大に向け、技術者確保と育成に努めた結果、エンドユーザーからの需要も拡大

し、売上高は2,295百万円（前年同期比8.3％増）となりました。 

（システム開発部門） 

開発技術者は前期に比べ増加し、組込ソフトの開発業務やシステム受託開発に取り組みましたが、料金単価が低下した結

果、売上高は1,226百万円（前年同期比0.6%減）となりました。 

（システム運用部門） 

汎用系大口顧客の業務終了などで需要は減少し、当部門は厳しい状況にあります。当社では汎用系技術からネットワーク系

技術への移行に取り組んでおり、売上高は640百万円（前年同期比17.3%減）となりました。 

（ＯＡサービス部門） 

データエントリー業務からは完全に撤退し、さらにOAサービス常駐業務は人材派遣会社と競業することが多いため、採算性

と将来性を検討しながら当事業の縮小を進めており、売上高は186百万円（前年同期比22.6%減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期における現金および現金同等物は3,347百万円となり、前期末に比べ558百万円減少いたしました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は、142百万円（前年同期は297百万円の減少）でありました。これは、税引前中間純利益が459

百万円ありましたが、売掛金の増加33百万円、保険積立金の減少81百万円、法人税等の支払い277百万円があったことによるも

のです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、投資有価証券の取得517百万円、有形固定資産の取得21百万円等により

560百万円の支出（前年同期は4百万円の支出）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、主に配当金の支払による支出139百万円等により140百万円の支出（前

年同期は128百万円の支出）となりました。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた事項はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社は、コンピューターの運用、システムの開発等を、ユーザーの事業所に派遣する常駐方式により行っておりますので、該

当事項はありません。 

  

部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

ネットワークサービス 2,295,894 108.3 

システム開発 1,226,527 99.4 

システム運用 640,319 82.7 

ＯＡサービス 186,684 77.4 

合計 4,349,425 99.5 

部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ネットワークサービス 2,295,894 108.3 ― ― 

システム開発 1,226,527 99.4 ― ― 

システム運用 640,319 82.7
― ― 

ＯＡサービス 186,684 77.4 ― ― 

合計 4,349,425 99.5 ― ― 

部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

ネットワークサービス 2,295,894 108.3 

システム開発 1,226,527 99.4 

システム運用 640,319 82.7 

ＯＡサービス 186,684 77.4 

合計 4,349,425 99.5 



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前事業年度末に計画した重要な設備の新設等はありません。また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新

設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 20,729,000 

計 20,729,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株) 

（平成18年９月30日） 
提出日現在発行数(株)
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 8,264,850 8,264,850
東京証券取引所
（市場第二部） 

－ 

計 8,264,850 8,264,850 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年4月1日～ 
－ 8,264,850 － 733,360 － 623,845 

平成18年9月30日 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

旭情報サービス社員持株会 東京都中央区新川１丁目17－24 540 6.54 

旭情報サービス株式会社 東京都中央区新川１丁目17－24 456 5.52 

大槻 幸子 神奈川県横浜市青葉区 375 4.54 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５－33 374 4.53 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 196 2.37 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区 180 2.18 

大槻 重孝 神奈川県小田原市 162 1.97 

大槻 武史 東京都武蔵野市 159 1.93 

小野 一夫 京都府京都市伏見区 159 1.92 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 155 1.88 

計 － 2,759 33.38 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  

 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  456,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,635,000 7,635 － 

単元未満株式 普通株式  173,850 － － 

発行済株式総数 8,264,850 － － 

総株主の議決権 － 7,635 － 

    平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

旭情報サービス株式会社 
東京都中央区新川1丁
目17－24 

456,000 ― 456,000 5.52

計 － 456,000 ― 456,000 5.52

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,475 1,450 1,370 1,415 1,335 1,325 

最低（円） 1,390 1,362 1,210 1,280 1,252 1,262 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計

期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び当中間会

計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けておりま

す。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
 

    
前中間会計期間末 

  
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   2,568,727  2,712,478 2,800,342  

２．売掛金   1,114,554  1,149,983 1,116,147  

３．たな卸資産   2,672  － －  

４．有価証券   1,105,892  635,387 1,106,007  

５．繰延税金資産   265,275  290,467 305,717  

６．その他   66,453  94,088 50,452  

流動資産合計    5,123,576 71.3 4,882,405 63.2  5,378,668 69.1

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１  193,197 2.7 197,593 2.5  187,745 2.4

２．無形固定資産    19,112 0.3 17,773 0.2  19,717 0.3

３．投資その他の資産       

（１）投資有価証券   457,126  957,393 478,453  

（２）長期性預金   1,000,000  1,000,000 1,000,000  

（３）敷金保証金   179,999  216,533 181,031  

（４）保険積立金   158,246  379,556 460,757  

（５）その他   53,069  79,538 73,169  

投資その他の資産
合計 

   1,848,442 25.7 2,633,022 34.1  2,193,412 28.2

固定資産合計    2,060,752 28.7 2,848,390 36.8  2,400,875 30.9

資産合計    7,184,329 100.0 7,730,796 100.0  7,779,544 100.0

        

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．短期借入金   480,000  480,000 480,000  

２．賞与引当金   570,000  605,000 620,000  

３．未払費用   316,028  334,173 329,429  

４．未払法人税等   23,355  183,537 277,267  

５．未払消費税等 ※２ 63,917  60,924 62,790  

６．その他   82,481  66,686 73,156  

流動負債合計    1,535,782 21.4 1,730,321 22.4  1,842,643 23.7

Ⅱ 固定負債       

１．繰延税金負債   8,681  39,007 46,157  

２．役員退職慰労 
引当金 

  46,565  53,137 55,510  

固定負債合計    55,246 0.7 92,144 1.2  101,667 1.3

負債合計    1,591,028 22.1 1,822,466 23.6  1,944,311 25.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 

  
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    733,360 10.2 － －  733,360 9.4

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   623,845  － 623,845  

２．その他資本剰余金   301  － 362  

資本剰余金合計    624,146 8.7 － －  624,207 8.0

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   144,000  － 144,000  

２．任意積立金   3,790,000  － 3,790,000  

３．中間(当期)未処分
利益 

  583,439  － 807,559  

利益剰余金合計    4,517,439 62.9 － －  4,741,559 61.0

Ⅳ 土地再評価差額金    △91,108 △1.3 － －  △91,108 △1.2

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

   140,010 2.0 － －  164,541 2.1

Ⅵ 自己株式    △330,548 △4.6 － －  △337,327 △4.3

資本合計    5,593,300 77.9 － －  5,835,233 75.0

負債・資本合計    7,184,329 100.0 － －  7,779,544 100.0

        

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    － － 733,360 9.5  － －

２．資本剰余金       

（1）資本準備金   －  623,845 －  

（2）その他資本剰
余金 

  －  380 －  

資本剰余金合計    － － 624,225 8.1  － －

３. 利益剰余金       

（1）利益準備金   －  144,000 －  

（2）その他利益剰
余金 

      

別途積立金   －  4,090,000 －  

繰越利益剰余金   －  597,235 －  

利益剰余金合計    － － 4,831,235 62.5  － －

４．自己株式    － － △337,845 △4.4  － －

株主資本合計    － － 5,850,975 75.7  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１．その他有価証券 
評価差額金 

   － － 148,463 1.9  － －

２．土地再評価差額金    － － △91,108 △1.2  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 57,355 0.7  － －

純資産合計    － － 5,908,330 76.4  － －

負債・純資産合計    － － 7,730,796 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    

前中間会計期間 
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    4,370,111 100.0 4,349,425 100.0  8,708,730 100.0

Ⅱ 売上原価    3,191,843 73.0 3,213,517 73.9  6,355,097 73.0

売上総利益    1,178,268 27.0 1,135,907 26.1  2,353,633 27.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   608,462 14.0 673,174 15.5  1,236,135 14.2

営業利益    569,805 13.0 462,733 10.6  1,117,497 12.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  8,223 0.2 6,896 0.2  14,072 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  3,336 0.0 3,359 0.1  6,627 0.1

経常利益    574,692 13.2 466,269 10.7  1,124,943 12.9

Ⅵ 特別利益 ※３  － － 7,685 0.2  56,250 0.6

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※６ 

 21,578 0.5 14,090 0.3  26,189 0.3

税引前中間(当期)
純利益 

   553,113 12.7 459,864 10.6  1,155,003 13.2

法人税、住民税及
び事業税 

  2,661  178,360 259,801  

法人税等調整額   231,986 234,647 5.4 19,272 197,632 4.6 211,974 471,775 5.4

中間(当期)純利益    318,466 7.3 262,231 6.0  683,227 7.8

前期繰越利益    264,973 －  264,973 

中間配当額    － －  140,641 

中間(当期)未処分
利益 

   583,439 －  807,559 

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 
その他資
本剰余金 

利益
準備金 

その他利益剰余金

別途
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

733,360 623,845 362 144,000 3,790,000 807,559 △337,327 5,761,799

別途積立金の積立   300,000 △300,000  

剰余金の配当（注）   △140,555  △140,555

役員賞与（注）   △32,000  △32,000

中間純利益   262,231  262,231

自己株式の取得   △539 △539

自己株式の処分   17 20 37

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額 
（純額） 

   

中間会計期間中の変動額 
合計      （千円） 

― ― 17 ― 300,000 △210,324 △518 89,175

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

733,360 623,845 380 144,000 4,090,000 597,235 △337,845 5,850,975

  
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

164,541 △91,108 73,433 5,835,233

別途積立金の積立  

剰余金の配当（注）  △140,555

役員賞与（注）  △32,000

中間純利益  262,231

自己株式の取得  △539

自己株式の処分  37

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額 
（純額） 

△16,078 △16,078 △16,078

中間会計期間中の変動額 
合計      （千円） 

△16,078 ― △16,078 73,097

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

148,463 △91,108 57,355 5,908,330



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

    前中間会計期間 当中間会計期間
前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 

    
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日)

（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

（自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 

税引前中間(当期)純利益  553,113 459,864 1,155,003 

減価償却費  10,341 9,675 21,271 

長期前払費用償却  3,747 3,757 7,106 

減損損失  5,818 － 5,818 

賞与引当金の増減額  7,000 △15,000 57,000 

有形固定資産除却損  818 3,438 4,088 

役員退職慰労引当金の増
減額 

 △529,559 △2,373 △520,614 

受取利息及び配当金  △4,965 △4,653 △8,766 

支払利息  3,336 3,359 6,627 

投資有価証券売却益  － △7,107 △56,250 

事業保険解約益  － △578 － 

事業保険解約損  － 1,392 － 

会員権清算損  11,468 － 10,852 

売掛金の増減額  46,214 △33,835 44,621 

保険積立金の増減額  2,508 81,201 △300,002 

その他資産の増減額  △18,623 △50,105 △19,618 

未払費用の増減額  6,248 4,743 19,649 

未払消費税等の増減額  △321 △1,865 △1,449 

その他負債の増減額  21,598 △7,078 14,859 

役員賞与の支払額  △28,000 △32,000 △28,000 

その他  3,103 5,693 9,830 

小計  93,847 418,530 422,028 

利息及び配当金の受取額  4,965 4,652 8,765 

利息の支払額  △3,349 △3,278 △6,599 

法人税等の支払額  △392,685 △277,817 △402,050 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 △297,222 142,086 22,144 



  

  

  次へ 

    前中間会計期間 当中間会計期間
前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 

    
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日)

（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

（自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 

有形固定資産取得による
支出 

 △10,910 △21,017 △20,822 

投資有価証券取得による
支出 

 － △517,484 － 

投資有価証券売却による
収入 

 － 18,284 76,500 

敷金保証金に対する支出  △5,315 △47,134 △13,027 

敷金保証金解約による収
入 

 16,213 8,326 19,072 

その他  △4,775 △1,129 △7,242 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △4,788 △560,154 54,480 

   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 

自己株式純増減額  △3,348 △500 △10,065 

配当金の支払額  △124,711 △139,914 △264,898 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △128,060 △140,415 △274,964 

   

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減
額 

 △430,070 △558,484 △198,339 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 4,104,690 3,906,350 4,104,690 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

※ 3,674,620 3,347,866 3,906,350 

   



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 (1) 有価証券 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

中間期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採

用しております。 

同 左 同 左 

  (2) たな卸資産 ― ― 

  仕掛品     

  個別法による原価法を採用

しております。 

    

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法によっております。な

お、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によって

おります。 

同 左 同 左 

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェア

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づい

ております。 

同 左 同 左 

  (3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用 (3）長期前払費用 

  定額法によっております。な

お、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

同 左 同 左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、回収不

能見込額を計上することにし

ております。 

なお、貸倒懸念債権等につい

ては当中間期末において該当

事項はありません。 

同 左 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、回収不

能見込額を計上することにし

ております。 

なお、貸倒懸念債権等につい

ては当期末において該当事項

はありません。 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額を計

上しております。 

同 左 同 左 



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

同 左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

  なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（7年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生事業年度から費用

処理することにしておりま

す。 

年金資産が退職給付債務を上

回る部分については、前払年

金費用として固定資産の投資

その他の資産「その他」に含

めて表示しております。 

  なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（７年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生事業年度から費

用処理することにしておりま

す。 

年金資産が退職給付債務を上

回る部分については、前払年

金費用として固定資産に計上

しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

同 左 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同 左 同 左 

５．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同 左 同 左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

同 左 同 左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年8月9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第6号 平成15年

10月31日）を適用しております。 

これにより、税引前中間純利益は 5,818

千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第6号 平成15年10月

31日）を適用しております。 

これにより、税引前当期純利益は 5,818

千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

当中間会計期間より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は 5,908,330千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却

累計額 

199,492千円 197,590千円 197,001千円 

※２ 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、未払消費税

等として表示しております。 

同 左 ─ 



（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加 400株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少 28株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 
  
受取利息 2,003千円

受取配当金 2,962千円

受取利息 2,687千円

受取配当金 1,965千円

受取利息 4,045千円

受取配当金 4,721千円

※２ 営業外費用の主要項目 支払利息 3,336千円 支払利息 3,359千円 支払利息 6,627千円

※３ 特別利益の主要項目 ─ 
投資有価証券 
売却益 

7,107千円
投資有価証券 
売却益 

56,250千円

※４ 特別損失の主要項目 

  

会員権清算損 11,468千円

減損損失 5,818千円

事務所移転 
関連費用 

6,710千円

   

会員権清算損 10,852千円

減損損失 5,818千円

５ 減価償却実施額 有形固定資産 9,059千円

無形固定資産 1,299千円

有形固定資産 7,731千円

無形固定資産 1,943千円

有形固定資産 18,110千円

無形固定資産 3,160千円

※６ 減損損失 当中間会計期間において以下

の資産について減損損失を計上し

ております。 

当社では単独でキャッシュ・

フローを生み出す最小の単位であ

る営業拠点ごとにグループ化し、

減損会計を適用しております。上

記物件については、空室状態とな

っていたことから減損処理を行

い、帳簿価額を回収可能額まで減

額しております。回収可能額の算

定にあたっては処分見込み額を使

用しております。 

場所 宮城県仙台市 

用途 賃貸 

種類 建物 

減損損失 5,818千円 

─ 当事業年度において以下の資

産について減損損失を計上して

おります。 

当社では単独でキャッシュ・

フローを生み出す最小の単位であ

る営業拠点ごとにグループ化し、

減損会計を適用しております。上

記物件については、空室状態とな

っていたことから減損処理を行

い、帳簿価額を回収可能額まで減

額しております。回収可能額の算

定にあたっては処分見込み額を使

用しております。 

場所 宮城県仙台市 

用途 賃貸 

種類 建物 

減損損失 5,818千円 

  前事業年度末 当中間会計期間 当中間会計期間 当中間会計期間末 

株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 8,264,850 ― ― 8,264,850 

合 計 8,264,850 ― ― 8,264,850 

自己株式     

普通株式（注） 456,223 400 28 456,595 

合 計 456,223 400 28 456,595 



３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

（決議） 
株式の種類

配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 140,555 18.00 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

（決議） 

株式の 
種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年10月27日 
取締役会 

普通株式 140,548 利益剰余金 18.00 平成18年９月30日 平成18年11月27日

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 
  

（平成17年９月30日現在）

現金及び預金勘定 2,568,727千円

有価証券勘定 1,105,892千円

現金及び現金同等
物中間期末残高 

3,674,620千円

  
（平成18年９月30日現在）

現金及び預金勘定 2,712,478千円

有価証券勘定 635,387千円

現金及び現金同等
物中間期末残高 

3,347,866千円

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,800,342千円 

有価証券勘定 1,106,007千円 

現金及び現金同等
物期末残高 

3,906,350千円 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 （自 平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間 （自 平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度   （自 平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年9月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成18年9月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前事業年度末（平成18年3月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

区 分 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 219,620 456,926 237,306 

合計 219,620 456,926 237,306 

内 容 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

ＭＭＦ 1,105,892 

区 分 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 205,561 456,893 251,332 

(2）その他 

利付国債 500,000 500,300 300 

合計 705,561 957,193 251,632 

内 容 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

ＭＭＦ 635,387 

区 分 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 199,370 478,253 278,883 

合計 199,370 478,253 278,883 

内 容 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

ＭＭＦ 1,106,007 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間 （自 平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間 （自 平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度   （自 平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（持分法損益等） 

 当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 715円86銭 756円68銭 743円18銭 

１株当たり中間(当期)純利
益金額 

40円75銭 33円58銭 83円35銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益金額 

潜在株式がないため記載し

ておりません。 

同左 同左 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益（千円） 318,466 262,231 683,227 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 32,000 

（うち利益処分による役員賞与金） （   －） （   －） （  32,000）

普通株式に係る中間(当期)純利益 
（千円） 

318,466 262,231 651,227 

期中平均株式数（千株） 7,814 7,808 7,812 



(2）【その他】 

平成18年10月27日開催の取締役会において、平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株

主に対し、中間配当を実施することを決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額 ・・・・・・・・・140百万円 

（ロ）１株当たりの金額 ・・・・・・・・・・・・・・18円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 ・・・・・平成18年11月27日 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第44期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月26日関東財務局長に提出 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月２０日

旭情報サービス株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 清水 万里夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 早川 芳夫   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

旭情報サービス株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４４期事業年度の中間会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、旭情報サービス株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の

減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月２１日

旭情報サービス株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 重松 孝司   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 早川 芳夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 亀沖 正典   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

旭情報サービス株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４５期事業年度の中間会計期間

（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、旭情報サービス株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 
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